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雇用管理情報保護規程
（目　的）
第1条	この規程は、個人情報保護規程と相まって、○○株式会社（以下「会社」という。）における雇用管理に関する個人情報の適正な取扱いの確保を図るため、会社が講ずる措置の適切かつ有効な実施を図ることを目的とする。
2　この規程に定めるほか、個人情報の取扱いに関する基本的事項は、個人情報保護規程によるものとする。

（定　義）
第2条	この規程における用語の意義は、次の各号に掲げるとおりとする。
(1)雇用管理情報
会社に使用されている従業員等の雇用管理のため、会社が収集、保管、利用等する個
人情報をいい、その限りにおいて、病歴、収入、家族関係等の機微に触れる情報（以
下「機微に触れる情報」という。）を含む従業員個人に関するすべてを総称したものを
いう。
(2)従業員等
会社に使用されている従業員（会社の指揮監督を受ける派遣労働者等を含む。以下同
じ。）のほか、当該従業員になろうとする者及び当該従業員になろうとした者並びに過
去において会社に使用されていた者をいう。
(3)雇用管理データベース
個人情報保護規程第4条第9号の個人情報データベース等であって、主として雇用管
理情報を取り扱うものをいう。

（管理責任者）
第3条	雇用管理情報の取扱いの管理に関する事項を行わせるため、事業所毎に、個人データ管理責任者を1名置くものとする。
2  個人データ管理責任者は、前項の事項を行うために必要な知識及び経験を有していると認められる者のうちから、会社が選任する。

（安全管理措置）
第4条	雇用管理情報は、個人データ管理責任者及びその取扱いについての権限を与えられた者（以下「作業担当者」という。）のみが業務の遂行上必要な限りにおいて取り扱うものとし、雇用管理情報の取扱いに係る権限を付与されていない者によって業務が行われることがあってはならない。
2  雇用管理情報を取り扱う者は、業務上知り得た個人データの内容をみだりに第三者に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。その業務に係る職を退いた後も同様とする。
3  雇用管理情報は、独立した個人情報データベース等（以下「雇用管理データベース」と
いう。）で管理しなければならない。
4  雇用管理データベースを処理するコンピュータへのアクセスは、原則として、個人データ管理責任者及び作業担当者のみが行うことができるものとする。
5  次の各号に掲げる安全管理措置については、別に定める作業手順書によるものとする。
(1)雇用管理情報の取得・入力、移送・送信、利用・加工、保管・バックアップ、消去・
破棄等の作業における作業分担及び作業担当者
(2)雇用管理情報の取得・入力、移送・送信、利用・加工、保管・バックアップ、消去・
破棄等の各作業担当者の実施状況の管理と記録保管
(3)各作業担当者の識別、認証が可能となるようなＩＤ、パスワードの設定とアクセス記
録の管理

（管理上の注意事項）
第5条	雇用管理情報の取扱いには、次の事項に十分配慮しなければならない。
(1)故意又は過失を問わず、会社外への漏えいがないように十分留意すること。
(2)雇用管理情報は、正確、かつ、最新の状態に保つこと。
(3)雇用管理情報の収集に当たり、従業員等のプライバシーを侵害しないこと。

（取得の方法）
第6条　会社は、原則として、雇用管理情報を従業員等本人から取得する。ただし、次に掲
げるものは、この限りではない。
(1)人事考課の結果
(2)給与・賞与の額及び平均賃金・標準報酬等の額
(3)採用後の職務経歴
(4)表彰及び懲戒の履歴
2  会社は、契約書等の書面により、直接本人から雇用管理情報を取得する場合は、原則と
して、あらかじめ本人に対し、その利用目的を明示するものとする。
3  本条に基づく雇用管理情報の取得について、会社は、従業員等全員から「雇用管理情報
の取扱いに関する同意書」（様式第1号）を提出させる。

（応募書類等の取扱い）
第7条	採用選考に使用した履歴書等の応募書類（採用された者に係るものを除く。）は、
その利用目的が達成された後は、その時点で、返却、破棄又は削除の措置を適切かつ
確実に行わなければならない。また、応募者に対しては、あらかじめその旨を明示し
ておかなければならない。

（特定の機微な雇用管理情報）
第8条	会社は、従業員について、次の各号に掲げる内容を含む個人情報の取得、利用又は
提供は、行わないものとする。ただし、これらの情報の取得、利用又は提供について、
明示的な本人の同意がある場合又は法令等の要請からやむを得ない事情があるとき
は、この限りではない。
(1)思想、信条及び宗教に関する事項
(2)人種、民族、門地、本籍地（所在都道府県に関する情報を除く。）、身体又は精神の障
害、犯罪歴その他社会的差別の原因となる事項
(3)勤労者の団結権、団体交渉及びその他団体行動の行為に関する事項
(4)集団示威行為への参加、請願権の行使及びその他の政治的権利行使に関する事項
(5)保健医療及び性生活に関する事項
2  前項ただし書きのやむを得ない事情とは、次のいずれかに該当する場合とする。
(1)法令に基づく場合
(2)人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得る
ことが困難であるとき。
(3)公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、
本人の同意を得ることが困難であるとき。
(4)国の機関又は地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行する
ことに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当該事
務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。

（健康情報）
第9条	会社が、従業員等から提出された診断書の内容以外の情報について医療機関から
従業員等の健康情報（雇用管理情報のうち、健康診断の結果、病歴、その他の健康に
関するものをいう。以下同じ。）を収集する必要がある場合は、健康情報を収集する
目的を明らかにして本人の承諾を得たうえで、本人を経由して取得するものとする。
ただし、労働安全衛生法に定める健康診断に係る健康情報については、この限りでは
ない。
2  次の各号に掲げる健康情報については、職業上の特別な必要性がある場合を除き、従業員等から取得しないものとする。
(1)HIV感染症やＢ型肝炎等の職場において感染する可能性の低い感染症
(2)色覚異常等の遺伝情報
3  従業員等の健康情報の取扱いは、原則として、雇用管理を行う者が、従業員等の健康の確保を目的として産業医その他会社が指定する医師に取り扱わせるものとする。ただし、業務上の必要があるとき、又は産業医その他の医師を会社が指定することができないときは、個人データ管理責任者（その委任を受けた者を含む。）が従業員等の健康情報を取り扱うものとする。

（利用目的）
第10条  会社は、雇用管理情報を次の各号に掲げる雇用管理の目的のみに利用する。
(1)配属先の決定
(2)昇降給の決定
(3)賃金、賞与並びに退職金の決定及び支払い
(4)人事異動の可能性や希望の把握
(5)教育管理
(6)社内規程に基づく各種手当の支給
(7)災害時の緊急連絡先
(8)社会保険、労働保険等の諸手続
(9)前各号のほか、会社の人事政策及び雇用管理の目的を達成するために必要な事項

（情報の開示と訂正）
第11条  従業員は、本人の雇用管理情報（人事考課に関する情報を除く。）に誤りがないか
確認を求めることができる。
2  本人の雇用管理情報に誤りがあるときは、従業員は、会社に対しその訂正を要請するこ
とができ、会社は、直ちに、これを訂正するものとする。

（役員等の閲覧）
第12条	　役職者たる従業員等は、その必要の範囲内において、直属の部下の雇用管理情報
を閲覧することができる。
2  前項の場合には、役職者たる従業員等は、あらかじめ、個人データ管理責任者の承認を得ておかなければならない。

（禁止事項）
第13条	　従業員等は、雇用管理情報について、次に掲げる行為をしてはならない。
(1)偽りその他不正な手段により収集すること。
(2)本人の同意を得た場合又はこの規定に定めがある場合を除き、雇用管理情報を収集目
的以外の目的で利用すること。
(3)次条の手続きを経ることなく雇用管理情報を第三者に提供すること。
(4)アクセスすることが認められていない雇用管理情報に不正にアクセスすること。
(5)本人又は他の従業員等の雇用管理情報を改ざんすること。
(6)他の従業員等の基本的人権とプライバシーを侵害するため、これを利用しようとする
こと。
（社外への伝達）
第14条	　会社は、従業員等の雇用管理情報を第三者に提供しようとするときは、あらかじ
め本人の同意を得なければならない。ただし、個人情報保護規程第25条第1項各
号に掲げる場合は、この限りではない。

（退職者の個人情報）
第15条	　退職した従業員等の個人情報については、利用目的を達成した部分については
その時点で、写しも含め、返却、破棄又は削除を適切かつ確実に行うものとする。

（改　廃）
第16条	　この規程の改廃は、個人データ管理責任者及び個人情報保護管理者が、個人情報
管理委員会の審議を経て起案し、取締役会の決議による。



 




















様式第1号
雇用管理情報の取扱いに関する同意書
平成〇〇年〇○月○○日
〇〇株式会社
代表取締役　〇〇〇〇　様
氏名 　　　　　　　　
　私は、下記の定めに従い、〇〇株式会社（以下「会社」といいます。）が私の雇用管理情報を収集・保管・利用・提供することに同意いたします。
記
1．雇用管理情報の利用目的
　会社は、みなさんが就業するうえで必要となる雇用管理情報（人事労務管理に必要な個人情報をいいます。）を、次の目的にのみ収集し、それ以外の目的には利用しません。
(1)　法令に定める人事労務管理に係る諸手続（社会保険、労働保険等）のため
(2)　会社が行う給与計算（各種手当支給）、福利厚生等の各種手続のため
(3)　万が一のことがあった際の緊急連絡先のため
(4)　法令に従った医療機関又は健康保険組合からの健康情報の取得のため
(5)　会社内における人員配置その他の人事労務管理を検討する際の資料のため

2．個人データ管理責任者
　会社の個人データ管理責任者は、次の者とします。
　　総務部　○○○○

3．雇用管理情報の第三者への提供
　会社が取得した雇用管理情報については、本書の同意のもと、次の各号に掲げる目的のため、第三者へ提供することがあります。これ以外の事項については、個別の本人の同意がない限り、第三者への提供は行いません。
(1)　賃金の振込みのため、本人の氏名、口座番号等を郵送・電送で銀行、郵便事業会社
等に提供することがあります。
(2)　社会保険関連の手続きのため、本人の氏名、勤務先等を社会保険関連機関に提供す
ることがあります。
(3)　健康管理のため、本人の氏名、健康保険証番号等を医療機関又は医師に提供するこ
とがあります。
(4)　他社への出向・移籍手続のため、本人の氏名、人事情報等を出向先・移籍先会社に
提供することがあります。
　ただし、次の各号に掲げる場合は、関係法令に反しない範囲で、本人の同意なく本人の雇用管理情報を開示・提供することがあります。また、人事労務管理業務等を目的として、雇用管理情報の取扱いを外部に業務委託する場合があります。
(1)　法令に基づく場合
(2)　人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得
ることが困難であるとき。
(3)　公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であっ
て、本人の同意を得ることが困難であるとき。
(4)　国の機関又は地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行す
ることに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当
該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。

4．みなさんが雇用管理情報を提供することの任意性とこれを拒んだ場合に生じる結果等について
　会社が要求する雇用管理情報の提供に応じるか否かは任意ですが、提供いただけない雇用管理情報がある場合、利用目的に掲げてある業務に支障が生じ、その影響がみなさんに及ぶことがあることにご留意ください。
　なお、給与・賞与・各種手当等の支給、税務・社会保険事務等、会社が使用者として当然に義務を負う業務に必要な雇用管理情報については、就業規則等に定めるところにより、提供しなければなりません。

5．雇用管理情報の開示等について
　会社は、みなさんからの求めにより、開示対象となる雇用管理情報の利用目的の通知・開示、内容の訂正・追加・削除、利用の停止・消去、第三者への提供の停止に応じます。やむを得ず応じられないときは、その理由を明らかにして通知します。

6．メール等のモニタリングの実施について
　会社は、みなさんからの求めにより、開示対象となる雇用管理情報の利用目的の通知・開示、内容の訂正・追加・削除、利用の停止・消去、第三者への提供の停止に応じます。やむを得ず応じられないときは、その理由を明らかにして通知します。

７．雇用管理情報の取扱いに関する苦情・問合せ、開示等請求先
個人情報保護管理者　
総務部長　〇〇〇〇




